
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 
令和元年度～令和２年度基幹研究（障害種別） 
　「小・中学校における肢体不自由のある児童生徒への指導及び支援のための 

　地域資源を活用した授業改善に関する研究」 
- 全国小・中学校肢体不自由特別支援学級での指導等に関する調査 - 

全国小・中学校肢体不自由特別支援学級での指導等に関する状況 

○目的 
「小・中学校における肢体不自由のある児童生徒への指導及び支援のための地域資源を活用した 
授業改善に関する研究」の一環として、小・中学校の肢体不自由特別支援学級に在籍する児童生 
徒や指導の実態を把握することを目的として、「全国小・中学校肢体不自由特別支援学級での指
導等に関する調査」を実施しました。  
○本調査の対象と主な調査内容 
　・対象：肢体不自由特別支援学級担任 
　・主な調査内容 
　　①基本情報（設置学級数、児童生徒数、教育課程の類型など） 
　　②肢体不自由教育に関する研修機会など 
　　③自立活動の時間の設定、指導内容など 
　　④肢体不自由特別支援学級に在籍する児童生徒の実態について 
　　⑤学校内外との連携等について 
○実施及び回答方法 
　全国の小・中学校を設置する教育委員会教育長宛てに、文書で管内の肢体不自由特別支援学級
を設置する小・中学校長宛てに依頼状及び調査の実施に係る手順書、回答様式の送付を依頼しま
した。 
　回答は、本研究のWebサイトに調査票ファイルを置き、回答者がダウンロードして記入した後、 
E-mailに添付して、回答専用アドレスに送付するよう依頼しました。  
○実施時期 
　令和元年8月～10月 
○回答数 
　小学校1,379学級、中学校467学級（計1,846学級） 

【調査の目的と結果の概要】 

　肢体不自由特別支援学級の実態として、以下のことが明らかとなりました。 
１．設置されている肢体不自由特別支援学級はほとんどが1学級であり、70％以上の学級で在　　 
　　籍児童生徒数は1人でした。 
２．特別支援学級担任の肢体不自由教育経験年数は、５年未満が90％を超えていました。 
３．教育課程の類型は、肢体不自由特別支援学級に在籍している児童生徒の60％以上が当該学 
　　年の教科を中心に学習（準ずる教育課程)しており、自立活動の指導内容を中心に学習して 
　　いる児童生徒は13.8％でした。  
４．自立活動の扱いについては、自立活動の指導時間の設定は80%以上の学級で行われている 
　　が、自立活動の時間の設定がない学級も10％以上あることが示されました。 
５．特別支援学校のセンター的機能の活用に関しては、今後活用したい機能に係る主な回答と 
　　して、進路、病因疾患の理解、実態把握の方法、重複障害の児童生徒への対応、自立活動 
　　の指導、運動や体育の指導、教材・教具・補助具、食事、個別の教育支援計画や個別の指 
　　導計画の作成・助言が挙げられました。 
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肢体不自由特別支援学級の設置学級数及び在籍人数  

・設置されている肢体不自由特別支援学級はほとんどが１学級であり（98.3％）、70％以上の学級で 
　在籍児童生徒数は１人でした（表１及び表２）。 

表１．設置学級数 

表２．在籍児童生徒数 

教育課程の類型  

・肢体不自由特別支援学級に在籍する児童生徒のうち、 60%を超える児童生徒が当該学年の教科を 
　中心に学習していました（図１）。  

肢体不自由教育に関する研修機会の有無  

全体（N） 1人 2人 3人 4人 5人 6～9人 10～15人 無回答

1843校 1,308 355 102 27 8 13 4 26
100.0% 71.0% 19.3% 5.5% 1.5% 0.4% 0.7% 0.2% 1.4%

図１．教育課程の類型 

図２．研修機会の有無 

・肢体不自由特別支援学級担任の60%を超える教員が、研修機会を得ていることがわかりました（図２）。 

研修の機会がある場合の主催者  
・研修の主催者は、教育委員会または教育センターの場合が30%を超えていました。 
　特別支援学校のセンター的機能を活用した研修は、約20%でした （図３）。  

図３．研修の主催者 
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自立活動の時間の設定  

自立活動の主な指導内容  

・自立活動の指導時間は、80%を超える学級で設定されていました（図４）。  

・自立活動の主な指導内容について、自由記述で回答を求め、６区分に分類しました（表３）。  

表３．自立活動の具体的な指導内容 

図４．自立活動の設定 

自立活動の内容区分 主な指導内容

健康の保持 病気の理解と生活管理、体調管理、排泄

心理的な安定 感情のコントロール、スケジュールの確認

環境の把握 注視・追視、色や形の弁別、目と手の協応動作、触覚過敏の軽減

人間関係の形成 他者とのかかわり方、場に応じた話し方、相手の気持ちの読み取り

身体の動き 日常生活動作の改善、手指の巧緻性、姿勢や歩行動作の改善、
身体のリラクゼーション

コミュニケーション 発音の改善、絵カードやICT機器等のコミュニケーション手段の
活用

医療的ケアの有無及び内容 

・医療的ケアの有無と、その内容について、特定行為を選択肢として回答を求めました（表４及び表５）。 
　医療的ケアが必要な子供は304人（11.7％）でした。特定行為を実施しているとの回答は、138人で、 
　その内訳は表５のとおりでした（複数回答）。 

表４．医療的ケアの有無 
全体(N) 必要 必要がない 無回答

2,603 304 2,275 24
100.0% 11.7% 87.4% 0.9%
1,961 227 1,717 17
100.0% 11.6% 87.6% 0.9%
642 77 558 7

100.0% 12.0% 86.9% 1.1%

全体

小学校

中学校

表５．医療的ケアの具体的な内容（複数回答） 
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図５．学習上又は生活上の困難さの状況 

・児童生徒の学習上又は生活上の困難さの状況について回答を求めました。回答の多かった上位５項目を 
図５に示します。最も多かったものは、教室や階段移動などの運動面でした（複数回答）。  

学習上又は生活上の困難さに対する配慮 

図６．学習上又は生活上の困難さへの配慮 

・児童生徒の学習上又は生活上の困難さに対する配慮について回答を求めました。回答の多かった上位５項目を 
図６に示します。最も多かったものは、教職員間の共通理解や周囲の児童生徒への理解啓発でした（複数回答）。  

学習上又は生活上の困難さの状況 

通常の学級との交流及び共同学習 

図７．実施していない割合が高い教科・領域 

・通常の学級との交流及び共同学習について、全く実施していないという回答が最も多かったのは算数（数学） 
で、次いで国語、道徳の順でした（図７）。 
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特別支援学校のセンター的機能の認識と活用の有無 

特別支援学校のセンター的機能を活用する際の課題 

特別支援学校のセンター的機能として活用した内容 

・特別支援学校のセンター的機能について、「知っている」との回答は、全体の81.1％、「知らない」との回答
は15.8％でした（図８）。 
・特別支援学校のセンター的機能の活用について，「活用したことがある」との回答は41.8％、「活用したこと
がない」との回答は55.1％でした（図９）。  （N＝1,846） 
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（3.0％） 

・特別支援学校のセンター的機能を活用する際の課題について、下記の７項目のそれぞれについて「はい」
「いいえ」で回答を求めました（複数回答）。課題として最も多い回答は「日程調整が困難」（46.4％）でし
た（図10）。 

図８．特別支援学校のセンター的機能の認識 

図９．特別支援学校のセンター的機能の活用の有無 

図10．特別支援学校のセンター的機能を活用する際の課題 

（N＝1,846） 

・これまでに特別支援学校のセンター的機能として活用したことがある内容について尋ねました（複数回
答）。回答の多かった上位５項目を図11に示します。最も多く活用されている内容は、「肢体不自由のあ
る子供の理解と対応に関すること」でした。  
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図11．特別支援学校のセンター的機能として活用したことがある内容 
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〈本件についての問い合わせ先〉 
肢体不自由教育研究班　吉川知夫（研究代表） 

（令和３年３月発行） 

本調査は、当研究所 肢体不自由教育研究班で行いました。 
（吉川 知夫・北川 貴章・生駒 良雄・杉浦 徹） 

 
　本調査は、小・中学校における肢体不自由のある児童生徒への指導及び支援のための地域資
源を活用した授業改善の在り方を検討するため、肢体不自由特別支援学級に在籍する肢体不自
由のある児童生徒や指導の実態等を把握することを目的として実施しました。 
　その結果、肢体不自由特別支援学級の実態として、①設置されている肢体不自由特別支援学
級はほとんどが1学級であり、70％以上の学級で、在籍児童生徒数は1人であること、②担任
の肢体不自由教育経験年数は、5年未満が90％以上であること、70%以上が特別支援学校教員
免許を所持していないこと、③児童生徒は、当該学年の教科を中心に学習している児童生徒が
60％を超える割合で在籍していること、等が示されました。 
　肢体不自由特別支援学校における指導で特徴的である自立活動の扱いについて、肢体不自由
特別支援学級では、自立活動の指導時間の設定は80%以上の学級で行われているが、自立活動
の時間の設定がない学級も10％以上あることが示されました。 
　特別支援学校のセンター的機能の活用に関しては、今後活用したい機能に係る主な回答とし
て、進路、病因疾患の理解、実態把握の方法、重複障害の児童生徒への対応、自立活動の指導、
運動や体育の指導、教材・教具・補助具、食事、個別の教育支援計画や個別の指導計画の作
成・助言、が挙げられました。 
　今後、調査結果の詳細な分析を行い、小・中学校の実態の分析をする予定です。また、結果
の概要はWebサイトで報告するとともに、文部科学省、全国特別支援学級・通級指導教室設置
学校長協会、全国特別支援学校肢体不自由教育校長会等の関係機関・関係者に周知する予定で
す。 

ま と め 

相談・連携できる外部機関について 

・相談・連携できる外部機関の有無について尋ねました（複数回答）。相談・連携できる外部機関が「ある」
という回答が1,666校（90.2％）でした。相談・連携先を図12に示します。最も多かった相談・連携先は、
特別支援学校でした。 

図12．相談・連携できる外部機関 
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